
がんセンター

地域がん診療連携拠点病院である当院は、平成19年から腫瘍センター（令和２年「福岡大学がんセン

ター」と名称変更）を設置し、11の部門が中心となりがん診療体制の円滑な推進とがん情報を提供して

いる。以下に11部門における令和６年度の活動実績を示す。

①化学療法部門

部門責任者：髙松 泰

専 任 医 師：茂木 愛

専任薬剤師：真島 宏太、武田 佳子

専任看護師：小田真由美、川上 富美、七浦 美佐

この部門では、入院および外来で適正かつ安全な化学療法を実施できるよう管理・運営を行っている。

令和６年度の外来化学療法の実施件数（のべ人数）を示す。

腫瘍・血液・感染症内科 2,248 呼吸器･乳腺内分泌･小児外科 204 耳鼻咽喉科 562

呼吸器内科 857 婦人科 341 眼科 39

消化器内科 1,333 腎泌尿器外科 182 脳神経外科 122

腎臓・膠原病内科 192 整形外科 55

消化器外科 2,649 皮膚科 100 合計 8,884

②放射線治療部門

部門責任者：赤井 智春

専 従 医 師：中根 慎一朗

放射線治療品質管理士：森本 祥一

放射線治療専門技師：鶴我 美輝

医学物理士：長松 健一

専任放射線技師：川良 沙耶香、木寺 大輔

がん放射線療法看護認定看護師：小長 のり子

放射線治療部門には、リニアック２台が設置されている。

2021年に強度変調回転放射線治療（VMAT）をメインとする

治療装置ハルシオン、2024年９月には通常放射線治療から高

精度な強度変調放射線治療や定位放射線治療まで幅広く対応

可能な治療装置 TrueBeam を導入し認定施設として放射線

治療を実施している。外来では通常の診療の他に、重粒子線

治療の相談や放射線治療全般に関する相談外来も開設して

いる。

放射線治療件数

2024年１月〜12月

新規患者数：411人、総患者数：446人

原発疾患別新規患者 症例数

脳・脊髄 30

頭頚部 49

食道 14

肺・気管・縦隔（うち肺） 74(70)

乳腺 95

肝・胆・膵 21

胃・小腸・結腸・直腸 37

婦人科（子宮、膣、卵巣） 7

泌尿器科（うち前立腺） 37(32)

造血系・リンパ系 8

皮膚・骨・軟部 14

その他（悪性） 3

良性（ケロイド、甲状腺眼症） 9

15歳以下の小児例 0

緩和照射 症例数

脳転移 51

骨転移 70

特殊治療 症例数

定位放射線治療 SRT 59

強度変調放射線治療 IMRT 110
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③緩和医療部門

部門責任者：秋吉浩三郎

身体担当専任医師：柴田 志保、林 文子

精神担当専任医師：菅原 裕子

兼 任 医 師：佐々木秀法、志賀 悠平

専従看護師：堀田 綾美

兼任看護師：東 万里子

専任薬剤師：川田 哲史、松﨑 翔平

管理栄養士：永田 圭

公認心理師：篠田麻里子

緩和医療部門の目的は、悪性腫瘍に代表される、生命を脅かす疾患に直面している患者さん、及びそ

の家族の生活の質を改善することである。2006年より「症状緩和チーム」として、悪性腫瘍・終末期だ

けでなく、身体的・精神的苦痛、社会的苦痛に苦しむ全ての患者さんを対象として活動している。疾患

の進行や治療に伴って生じる様々な苦痛を緩和するため、医師、看護師、薬剤師、管理栄養士、公認心

理師の多職種から構成されるチームの各員が、それぞれの専門性を活かしチーム医療を実践している。

診断早期から必要な支援を切れ目なく提供するため、外来診療体制と広報活動の強化に努めるだけで

なく、退院後を見据えて地域医療施設との連携強化にも努めている。今年度より、緩和医療の対象患

者のみならず、オピオイド鎮痛薬が必要なすべての患者さんに安全かつ適切な治療を受けられる体制

を提供するため、麻薬の処方状況を確認し適正使用を促す、オピオイド回診を開始した。その他、病院

や地域の緩和ケアの質の向上のため、講演会や院内研修を通じて学習機会を提供している。

以下に診療実績（令和６年度）を示す。

症状緩和チーム新規介入件数の推移 
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診療科別依頼件数 
＜入院患者内訳（171 名中）＞ 

＜外来患者内訳（36 名中）＞ 

38

34

26

21

16

5
8
6
4 4

3 6 消化器内科
消化器外科
耳鼻咽喉科
呼吸器内科
産婦人科
血液・腫瘍内科
総合診療部
循環器内科
腎泌尿器外科
皮膚科
呼・乳・小
その他

11

7
4

3

3

3

2
1
1 1 消化器外科

呼吸器内科
耳鼻咽喉科
消化器内科
腎泌尿器外科
血液腫瘍内科
産婦人科
内分泌・糖尿科
麻酔科
他院

依頼内容 

172

68

57

26
7
24

11

痛
痛以外の身体症状
精神症状
家族ケア
倫理的問題
地域との連携・退院支援
その他

がん・非がん割合 

195, 
94%

13,
6%

がん
非がん
循環器疾患４

呼吸器疾患３

消化器疾患２

耳鼻科疾患２

形成領域１
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④がん情報部門（がん地域医療支援部門）

部門責任者：山田 哲平

疾患別担当者：（胃・大腸がん）山田 哲平・志垣 仁美

（乳がん）吉永 康照・立石 菊子

（肺がん）早稲田龍一・立石 菊子

（前立腺がん）松﨑 洋吏・別府 愛子

（肝臓がん）石田 祐介

地域医療連携センター 担当者：中津 好貴・頼永 桂・東 千代美・堀田 智津・御手洗教江

がん患者が住み慣れた地域で質の高い医療を受け、心身共に安心して療養できるように、地域の医

療機関、福祉、介護施設との連携を行っている。

がん緩和医療を提供する在宅医を含めた地域医療機関との連携においては、各医療機関へ直接訪問

し情報交換を行い、各々の医療機関の診療方針やマンパワー、提供可能な医療の特色を把握した。ま

た、緩和ケアの調整は外来患者が全体の約半数を占め、がん薬物療法中から患者の意思決定支援を行

い、緩和ケア外来の併診や、訪問診療の介入依頼を行うことの重要性を関連部門と共有した。がん患

者や家族が安心して医療を受けることができ、意向に沿った療養環境で生活できるように各医療機関

との病診連携を推進している。

がん地域連携疾患別クリティカルパスの運用に関しては、同パスの導入が適した患者の事前スク

リーニングを行い、滞りなく導入できるように当部門各部署（病棟、外来、地域医療連携センター、が

んセンター）で患者情報の共有を行っている。また、当部門と院内主治医チームや地域医療機関（かか

りつけ医）との連携を引き続き強化し、職員教育およびパス導入後に正しく運用されているかのフォ

ローアップを行っている。

以下にがんパスの導入件数とスクリーニング件数を示す。

（＊１スクリーニング件数)

胃がん 大腸がん 肺がん 乳がん 肝臓がん 前立腺がん 合計

導入 ＊１ 導入 ＊１ 導入 ＊１ 導入 ＊１ 導入 ＊１ 導入 ＊１ 導入 ＊１

Ｈ22年度 1 1 2

Ｈ23年度 1 1

Ｈ24年度

Ｈ25年度 2 2 3 7

Ｈ26年度 2 9 1 4 16

Ｈ27年度 7 11 4 5 27

Ｈ28年度 4 14 14 4 22 58

Ｈ29年度 3 4 8 8 5 2 14 35 9

Ｈ30年度 5 28 7 67 8 86 1 1 10 20 31 202

R 元年度 10 47 7 115 7 63 0 8 9 16 33 249

R ２年度 5 34 0 112 5 114 1 117 5 21 16 398

R ３年度 2 31 0 91 2 121 0 78 10 35 14 336

R ４年度 1 13 0 23 14 156 0 66 11 33 26 289

R ５年度 1 2 0 3 3 142 1 109 19 37 24 293

R ６年度 3 14 0 19 4 174 0 37 18 31 25 275

合計 47 173 59 430 65 861 17 416 140 180 328 2,060
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⑤がん相談支援部門

部 門 責 任 者：田中 俊裕

がん専門相談員：永見 知子、東 万里子

がん相談支援部門では、患者や家族、地域住民、医療関係者などに対しがんに関する医療情報提供や

療養相談、セカンドオピニオンの調整や紹介などを行い、がん医療に関する支援を行っている。

2024年度のがん相談対応実績、一般市民やがん患者・家族を対象に開催した「がんセミナー」、がん

患者・家族のエンパワメントを目的としたがん患者サロン「たんぽぽの会」の開催状況について示す。

Ⅰ．年度別相談件数推移（人数）

2021年 2022年 2023年 2024年

初回利用者 376 413 338 480

２回目以上 770 634 421 299

総数 1,146 1,047 759 779

対面相談 926 812 590 584

電話相談 220 235 169 195

Ⅱ．2024年度相談患者 紹介診療科総件数

腫瘍・血液・感染症内科 244

消化器外科 143

呼吸器内科 58

放射線科 39

産婦人科 38

消化器内科 30

乳腺内分泌外科 19

腎泌尿器外科 18

脳神経外科 15

総合診療科 11

耳鼻咽喉科 11

呼吸器外科 9

皮膚科 8

整形外科 3

救命 1

形成外科 1

院外・他施設 92

不明 32

Ⅲ．2024年度相談患者 部位別総件数

乳房 151 小腸・肛門 15

大腸 134 縦隔・心臓 14

血液･リンパ腫 108 耳鼻咽喉・口腔 12

希少がん 86 がんの部位その他 12

肺 80 原発不明 9

卵巣・膣・外陰部 49 中皮腫 6

膵 41 後腹膜・腹膜 6

前立腺 28 皮膚 5

子宮 26 骨・軟部組織 5

胃 26 食道 5

がんの部位不明 21 精巣 3

眼・脳・神経 20 甲状腺 2

肝・胆 17 診断なし 1

腎・尿管・膀胱 15

Ⅳ．相談支援センターを知ったきっかけの推移（初回利用者）

2021年 2022年 2023年 2024年

担当医 155 170 124 159

その他の医療・福祉関係者 160 202 166 185

家族・友人・知人 8 23 8 41

同病者やその家族・患者会 0 0 1 7

パンフレット・紹介カード 40 36 36 56

インターネット 27 44 48 77

院内掲示 14 8 17 64

不明 27 22 13 12

その他 3 5 1 15
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Ⅴ．相談内容 内訳推移（複数選択可、件数）

2021年 2022年 2023年 2024年

01．がんの治療 471 412 330 492

02.がんの検査 27 18 26 32

03.症状･副作用･後遺症 616 514 345 438

04.セカンドオピニオン(一般) 40 25 24 42

05.セカンドオピニオン(受入) 21 36 18 30

06.セカンドオピニオン(他へ紹介) 9 9 3 9

07.治療実績 9 6 1 3

08.臨床試験・先進医療 6 5 1 5

09.受診方法・入院 70 38 33 26

10.転院 66 37 28 20

11.医療機関の紹介 181 94 49 26

12.がん予防・検診 3 0 1 0

13.在宅医療 152 157 60 50

14.ホスピス・緩和ケア 422 333 165 109

15.食事・服薬・入浴・運動・外出など 52 59 41 63

16.介護・看護・養育 37 25 38 13

17.社会生活（就労・仕事・就学・学業） 98 83 68 90

18.医療費・生活費・社会保障制度 135 139 89 106

19.補完代替療法 11 5 6 3

20.生きがい・価値観 96 81 66 64

21.不安・精神的苦痛 499 397 319 403

22.告知 13 29 8 16

23.医療者との関係・コミュニケーション 92 68 53 98

24.患者・家族間の関係・コミュニケーション 143 157 105 91

25.友人・知人・職場の人間関係・コミュニケーション 3 10 10 16

26.患者会・家族会（ピア情報） 12 8 10 7

27.グリーフケア 10 4 2 4

88.不明 2 1 1 0

99.その他 11 10 16 22

Ⅵ．2024年度 がんセミナー

開催日 テーマ 講師

2024年 6月〜
がんと診断されたら
〜がん相談支援センターについて〜

地域医療連携室 看護師 永見 知子

2024年 9月 4日 男性の妊孕性温存について 腎泌尿器外科 医師 松崎 洋吏

2024年12月 4日 がん治療と口腔ケア 歯科口腔外科 医師 近藤 誠二

2025年 2月25日 福岡大学病院のがん診療の取り組み 腫瘍血液感染症内科 医師 田中 俊裕

〈出張がんセミナー〉

開催日 開催場所 テーマ 講師

2024年 5月14日 福重公民館 がん薬物療法について 腫瘍血液感染症内科 医師 田中 俊裕

2024年 8月27日 野芥公民館
知っててよかったがん治療費対策
がんの備え

地域医療連携室 MSW 齋藤 瞳

がんセンター看護師 東 万里子

2025年 3月26日 金武公民館
がん薬物療法と福岡大学病院での
がん診療について

腫瘍血液感染症内科 医師 田中 俊裕

Ⅶ．2024年度 福岡大学病院 がん患者サロン「たんぽぽの会」

開催月 ４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月 合計

参加者数 6 9 7 7 6 10 45
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⑥がん登録部門

院内がん登録件数（国立がん研究センター提出件数 2015年〜2024年）

2008年より院内がん登録を開始しており、直近10年分を掲載しています。

【診療科別】

診療科 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年

腫瘍・血液・感染症内科 142 146 162 159 147 162 173 181 195 184

内分泌・糖尿病内科 38 10 8 12 6 13 5 4 2 5

消化器内科 246 203 186 207 209 239 367 353 324 311

腎臓・膠原病内科 4 0 2 1 0 3 2 3 1 0

循環器内科 10 1 2 2 2 4 4 3 5 3

呼吸器内科 142 114 95 143 134 135 138 162 113 109

脳神経内科 6 6 2 8 7 7 2 2 2 2

精神神経科 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0

小児科 9 4 4 10 8 6 1 1 1 1

総合周産期母子医療センター（新生児部門)※1 0

消化器外科 434 425 489 518 580 548 648 566 621 573

呼吸器・乳腺内分泌・小児外科 313 326 270 291 263 285 315 302 415 391

整形外科 8 15 14 18 25 17 19 25 25 12

形成外科 0 7 6 3 1 3 3 3 4 3

脳神経外科 101 132 129 115 111 110 103 113 103 121

心臓血管外科 0 0 1 1 0 1 0 0 0 0

皮膚科 89 98 95 96 99 73 100 89 95 96

腎泌尿器外科 176 196 195 219 188 209 234 250 279 280

総合周産期母子医療センター（産科部門)※2 0

産婦人科 82 86 81 96 101 72 101 84 95 102

眼科 2 0 4 0 2 6 2 5 6 4

耳鼻咽喉科 104 97 94 93 100 91 117 103 119 97

放射線科 115 103 93 71 99 94 85 73 85 70

麻酔科 2 1 2 1 2 1 0 1 0 1

歯科口腔外科 13 4 8 7 9 8 4 5 3 2

救命救急センター 5 5 7 7 10 11 1 5 3 4

総合診療科 10 10 7 3 9 2 11 9 6 3

東洋医学診療部※3 0 1 0 0 0 0

合計 2,051 1,990 1,956 2,081 2,112 2,100 2,435 2,342 2,503 2,374

※1 2016年１月より総合周産期母子医療センター（新生児部門）は小児科へ統合

※2 2016年１月より総合周産期母子医療センター（産科部門）は産婦人科へ統合

※3 2021年３月に東洋医学診療部は閉鎖

【５大がん局在別】

部位 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年

胃 217 188 200 234 251 188 209 187 219 203

大腸 278 258 274 305 338 366 518 477 444 435

肝 94 84 75 83 87 58 85 75 81 78

肺 268 246 217 291 275 289 310 335 345 322

乳房 250 238 167 164 166 210 199 182 258 225

５大がん以外 944 976 1,023 1,004 995 989 1,114 1,086 1,156 1,111

合計 2,051 1,990 1,956 2,081 2,112 2,100 2,435 2,342 2,503 2,374
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⑦がんゲノム医療部門

部門責任者：井上 博之

がんゲノム外来担当医：田中 俊裕、吉田陽一郎、山田 哲平、海老 規之、郡家 直敬

がんゲノム医療コーディネーター、GMRCシニア：常光 好美

がんゲノム医療コーディネーター補佐、GMRC：秋吉佳奈子

当院は、がんゲノム医療連携病院として中核拠点病院と連携し、５種類（NCCオンコパネルシステ

ム、Foundation One CDx、Foundation One Liquid CDx、GenMine TOP、Guardant360）のがん遺伝子

パネル検査を提供している。2019年10月以降これまで実施した件数は、2025年５月31日時点で295症例

であり、全例C-CATへ登録されている。当院での薬剤到達率は7.5％であった。投与未定3.1％（９名）

であった。

以下、現状を報告する。
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⑨がん手術支援部門

部門責任者：長谷川 傑

福岡大学病院では通常のがん手術のみならず、ロボット支援手術・ハイブリッド手術・ナビゲーショ

ン手術などの高度ながん手術を行っています。がん手術支援部門では、このような手術治療の情報共

有や患者さんへのがん手術の啓蒙活動などを行っています。2024年度から新病棟になり da Vinci Xi ３

台、hinotori １台、Saroa １台の合計５台体制となり、より多くの患者さんに受けていただくことが可

能になりました。

院内の情報共有・手術技術向上の一環として、本年度は婦人科・腎泌尿器外科・消化器外科との合同

で、骨盤内内視鏡下手術セミナーを開催し外科手術技術の向上に努めています。

⑧がんリハビリテーション部門

がん治療において、体力の低下は日常生活動作（ADL）へ影響するだけでなく、治療の選択肢を狭め

合併症のきっかけとなります。当部門ではがん患者さんの体力やADL の評価を行い適切なリハビリ

テーションを提供することで、がん患者さんが適切な治療を受けられるように努めていきます。体力・

ADL評価は血液・腫瘍内科，呼吸器内科，消化器内科，消化器外科の患者さんを対象に行っています。

栄養評価については対象となる全診療科の患者さんについて行います。マンパワーの都合上体力・

ADL評価の対象の拡大は困難ですが、継続して上記評価の徹底を行っていきたいと思います。また、

蓄積されたデータを分析し、今後の方針の参考にしていきたいと思います。

ICD ICD10名称 ロボット支援
ロボット支援を
除く外科的手術

内視鏡下 合計件数

C15 食道の悪性新生物 17 9 36 62

C16 胃の悪性新生物 45 19 95 159

C18 結腸の悪性新生物 98 103 0 201

C19 直腸Ｓ状結腸移行部の悪性新生物 14 1 0 15

C20 直腸の悪性新生物 108 42 0 150

C22 肝及び肝内胆管の悪性新生物 13 14 43 70

C24 その他及び部位不明の胆道の悪性新生物 0 10 0 10

C25 膵の悪性新生物 10 19 0 29

C34 気管支及び肺の悪性新生物 93 139 0 232

C37 胸腺の悪性新生物 7 3 0 10

C44 皮膚のその他の悪性新生物 0 45 0 45

C50 乳房の悪性新生物 0 144 0 144

C53 子宮頚部の悪性新生物 2 16 0 18

C54 子宮体部の悪性新生物 3 12 0 15

C56 卵巣の悪性新生物 0 13 0 13

C61 前立腺の悪性新生物 38 2 0 40

C64 腎盂を除く腎の悪性新生物 32 1 0 33

C67 膀胱の悪性新生物 15 109 0 124

C73 甲状腺の悪性新生物 0 18 0 18

C78 呼吸器及び消化器の続発性悪性新生物 11 30 0 41

C79 その他の部位の続発性悪性新生物 2 16 1 19

※合計件数が10件以上のものを掲載

令和６年度（2024年度) がんの手術件数
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⑩キャンサーボード運営部門

2021年１月にキャンサーボード部門は新設され、６月から運営を開始しました。がん患者さんの中

には病状が複雑で診断や治療に難渋し、一つの診療科では解決できなこともしばしば遭遇します。福

岡大学病院では、多職種によるキャンサーボードを実施することで、多くの視点から患者さんの問題

をトータルで検討することで、安心して治療に臨めるようサポートしています。

部門責任者：田中 俊裕（腫瘍・血液・感染症内科）

コアメンバー：

腫瘍・血液・感染症内科 佐々木秀法 腎泌尿器外科 松﨑 洋吏

内分泌・糖尿病内科 牟田 芳実 産婦人科 吉川 賢一

循環器内科 有村 忠聴 耳鼻咽喉科 田浦 政彦

消化器内科 横山 圭二 放射線科 赤井 智春

呼吸器内科 海老 規之 放射線科 中根慎一朗

腎臓・膠原病内科 安野 哲彦 麻酔科 柴田 志保

脳神経内科 梅谷 啓太 歯科口腔外科 近藤 誠二

精神神経科 林 礼雄 病理部 濵﨑 慎

消化器外科 山田 哲平 手術部 秋吉浩三郎

呼吸器・乳腺内分泌・小児外科 早稲田龍一 リハビリテーション部 鎌田 聡

整形外科 中山 鎭秀 薬剤部 五十嵐保陽

皮膚科 筒井 啓太 看護部 永見 知子

2024年度実績

キャンサーボード実施内容（2024年４月〜2025年３月）

開催日 検討内容 参加人数

2024/4/15 肺移植後に胸膜腫瘍を合併した患者の診断・治療方針について 50

2024/4/22 脳腫瘍（他多発腫瘍）の経過中に肝腫瘍を併発した症例について 39

2025/10/7 胸腔内異型カルチノイドの症例について 28

2025/2/10 原発不明がんの検討について 43
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⑪AYA世代支援部門

部門責任者：四元 房典

兼 任 医 師：吉永 康照、田中 俊裕、松崎 洋吏、塩川 桂一、大久保久美子

兼任薬剤師：真島 宏太、武田 佳子

兼任看護師：首藤 直美、東 千代美、中溝奈美恵、早見 美樹、原田 明子、堀田 智津、

小田真由美、永見 知子、東 万里子

チャイルドライフスペシャリスト：野田扶美枝

事 務 担 当：村上 敏史

AYA世代支援部門の目的は、15〜39歳の（Adolescent and Young Adult）思春期・若年成人のこと

をさすAYA世代にあるがん患者が持つ様々な課題に対して、専門的な臨床知識・技術により、患者・

家族への直接ケアおよび院内外の医療従事者への教育・支援を行うことである。2022年度から、複数

の診療科及び専門家と連携をとるためにAYA世代支援部門を設置し、その実働部隊として「AYAサ

ポートチーム」を発足した。AYA世代のがん患者を対象に苦痛のスクリーニングを行い、AYA世代

がん患者が抱く不安や困り事を早く把握し、それぞれの問題に対応している。以下に2024年度の活動

実績を示す。

・AYA世代がん患者のスクリーニング実施件数：166件

・AYAサポートチーム介入依頼のべ件数：19件

依頼診療科

診療科 件数

腫瘍・血液・感染症内科 5

消化器外科 5

脳神経外科 2

乳腺内分泌外科 1

皮膚科 1

腎泌尿器外科 1

呼吸器内科 1

耳鼻咽喉科 1

消化器内科 1

放射線科 1

依頼内容（複数選択可）

項目 件数

身体的な問題 1

精神的な問題 6

家族に関する問題 4

妊娠・生殖に関する問題 9

日常に関する問題（就労・就学・経済的） 6

・AYAサポートチーム研修会

2023年１月 対 象：院内医療従事者

テーマ『AYA世代がん患者への支援に必要なこと〜妊孕性温存について〜』

演 者：AYAサポートチーム：産婦人科医師 四元房典、薬剤師 真島宏太

2024年１月 対 象：院内医療従事者

テーマ『AYAサポートチーム活動報告・事例報告』

演 者：AYAサポートチーム看護師 東 万里子、永見知子

2025年１月 対 象：院内医療従事者

テーマ『AYA世代患者をチームで支える〜関わりに工夫が必要なケースを通して〜』

演 者：九州がんセンター 心理療法士 白石恵子先生
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・福岡大学病院がんセミナー

2023年９月 対 象：患者・家族・地域の方々・医療従事者など

テーマ『若くしてがんになったあなたへ』

演 者：AYAサポートチーム 産婦人科医師 四元房典

2024年９月 対 象：患者・家族・地域の方々・医療従事者など

テーマ『男性の妊孕性温存について』

演 者：腎泌尿器外科医師 松崎洋吏

・がん診療教育セミナー

2023年11月 対 象：院内職員・関連医療施設

テーマ『小児・AYA世代がん患者に対するがん・生殖医療の現状と課題』

演 者：聖マリアンナ医科大学病院 鈴木直先生

・福岡大学病院YouTube 版健康セミナー

2024年６月〜配信 テーマ『一緒に学ぼう、共に考えよう、AYA世代のがん』

演 者：福岡大学病院 産婦人科医師 四元房典
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再生医療センター 
 
 
１. スタッフ 
教 授  小玉 正太（再生・移植医学講座 主任教授） 

（日本再生医療学会 認定医、日本移植学会 認定医、日本組織移植学会 認定医、日本移植
学会 理事、日本組織移植学会 理事、日本膵・膵島移植学会 理事・実務者委員会委員長、
アジア膵・膵島移植学会 理事、アジア異種移植学会 理事） 

  
准教授  坂田 直昭 

（日本再生医療学会 認定医、日本組織移植学会 認定医、日本移植学会 認定医、日本外科
学会 認定医、日本消化器外科学会 認定登録医、消化器病学会 専門医・指導医） 

 
准教授・センター長  吉松 軍平 

（日本組織移植学会 認定医、日本移植学会 認定医） 
 
認定専任コーディネーター  江崎 綾奈 

（日本組織移植学会 認定組織移植コーディネーター、臨床培養士） 
 
２．診療内容 
 当センターでは、現在、2 つの臨床膵島移植プログラムを進めている。一つは、インスリン依存性糖
尿病患者への脳死/心停止後ドナーからのヒト臨床膵島移植で、これまで長きにわたり福岡大学で基礎
研究から積み重ねてきた知識・経験をもとに、先進医療制度下の多施設共同臨床試験を経て、現在では
数少ない膵島移植認定施設として保険診療を行っている。もう一つは、難治性慢性膵炎に対する膵全
摘＋自家膵島移植である。欧米では数多く行われている治療だが、日本では実施件数が少なく保険診療
とされていないため、現在先進医療制度を利用して多施設臨床試験に参加し治療を行っている。 
 センターで行われている上記治療に関しては、院内に独自の細胞調製室を持ち、2014 年に施行された
「再生医療等安全性確保法」を遵守して、特定認定再生医療等委員会、厚生労働省の厚生科学審議会の
手続きを経て、細胞加工から治療提供まで安全に実施できるよう体制を整備している。また、内分泌糖
尿病内科、放射線科、消化器外科、麻酔科、臨床検査部、組織移植コーディネーターと多職種連携を行
い、チーム一丸となって治療に取り組んでいる。 
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2005 年 福岡大学病院が日本膵・膵島移植学会（現）の膵島分離・移植施設として認定 

2012 年 先進医療 B「重症低血糖発作を合併するインスリン依存性糖尿病に対する脳死およ
び心停止ドナーからの膵島移植」（AMED臨床研究・治験推進研究事業）の開始 

2015 年 4 月 福岡大学病院 再生医療センターを開設 

2017 年 10 月 「福岡大学病院 膵島バンク」が日本組織移植学会 認定組織バンクのカテゴリーI
に認定 

2020 年 4 月 インスリン依存性糖尿病に対する脳死/心停止後同種ヒト膵島移植の保険収載 

2021 年 1 月 同移植の特掲診療の施設基準適合により保険診療の実施可能施設へ 

2021 年 5 月 同移植の保険診療第 1例目の実施 

2024 年 6 月 先進医療 B「慢性膵炎等に対する膵全摘術に伴う自家膵島移植術の先進医療制度下
多施設共同試験」（AMED再生医療実用化研究事業）に参加開始 

2024 年 12 月 慢性膵炎に対する膵全摘自家膵島移植の当院 1例目の実施 

 
３．診療体制 
 週 5 回外来診察 
（月曜日/火曜日/水曜日；午前・午後、木曜日；午後のみ、金曜日；午前のみ） 
 
４．診療実績 
これまでに、当センターでは重症 1 型糖尿病に対する心停止/脳死ドナーからの臨床膵島移植の多施
設共同臨床試験に参加し、同治療は第一種再生医療の中ではじめての保険収載とすることができた。
2020 年までに計 3 例の同種膵島移植を実施。その後、2020 年 4 月に保険収載され、同年には特定認定
再生医療等委員会、および厚労省からの承認を得ることができた。2021 年 1 例、2022 年 2 例の同種膵
島移植を行い、本邦において2施設目となる保険診療可能な同種膵島移植施設となり診療を行っている。
2024 年には 3例の同種膵島移植を実施した。また、難治性慢性膵炎に対する膵全摘自家膵島移植につい
て多施設共同研究が進行しており、2024 年に当院第 1例目の自家膵島移植を実施した。 
 
５．今後の展望 
 今後は羊膜移植、血管病変に対する細胞治療、間葉系幹細胞を用いた治療など再生医療等安全性確保
法に規定される種々の細胞治療・再生医療・移植医療に対応していく予定である。 
 
６．その他 
当院では再生医療等安全性確保法の第三種再生医療に規定されている自家体細胞を用いた細胞治療
を施行するための認定再生医療等委員会を福岡大学病院内に設置し審査が可能となっている。 
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認知症疾患医療センター 
 
 
１．スタッフ 
センター長    堀   輝（精） 
副センター長   馬場 康彦（脳）、合馬 慎二（脳）、飯田 仁志（精） 
医 師      立石 雄嗣（脳）、北井 良和（精）、松岡 秀樹（精） 
非常勤医師    尾籠 晃司（精） 
看護師      陣内由香利、齊藤 玲子 
精神保健福祉士  不在 
臨床心理士    山口裕美子 
 
２. 診療内容 
認知症疾患医療センターでは、以下の業務を主な柱として活動しています。 
① 専門医療相談 
② 鑑別診断および治療方針の決定 
③ 行動・心理症状（BPSD）や身体合併症への対応 
④ 地域医療機関との連携 
⑤ 連携協議会・研修会の開催 
⑥ 啓発活動 
当院の「もの忘れ外来」では完全予約制を採用しており、地域の医療機関からの紹介を受けて診断や
治療方針を決定した後、原則として逆紹介（紹介元への返送）を行っています。週 1回のカンファレン
スでは症例検討を実施し、各症例の見直しを行っています。 
専門医療相談では、認知症看護認定看護師および精神保健福祉士（PSW）が中心となり、電話や面談
を通じて、介護や受診先、運転に関するご相談に対応し、適切な助言を行っています。また、福岡市医
師会、九州大学病院、福岡市、地域の認知症サポート医などと協力し、福岡市の認知症医療連携の構築
に取り組んでいます。啓発活動としては、院内での健康セミナーや地域各校区への出前講座などを実施
しています。さらに、入院中の認知症またはその疑いのある患者に対しては、認知症ケアチームがラウ
ンドを行い、ケアの視点から支援を提供しています。これにより、BPSD の発現や増悪を防ぐための取
り組みを行っています。 
 
３. 診療体制 
１）外来診療体制（表 1） 
脳神経内科と精神神経科が連携し、「もの忘れ外来専門センター」として診療を行っています。
完全予約制で、月曜日から金曜日の午後 13：00～および 14：00～の 1 日 2 枠を原則とし、紹介患
者の診療に従事しています。 
 

（表 1） 2024（令和 6）年度外来担当医表

月 火 水 木 金

完全予約制 
13：00、14：00 合馬 北井 立石 松岡

飯田
（隔週）
＊尾籠
（隔週）

＊非常勤
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４．診療実績 
１）外来診療実績 
   新規患者数：年間 231 件 
２）専門医療相談件数 
   相談件数：年間 117 件 
 
５．その他 
１）認知症専門医療相談窓口 
看護師および精神保健福祉士が中心となり、電話や面談を通じて認知症に関する各種相談に対応
しています。行動・心理症状（BPSD）への対応、認知症が疑われる場合の受診方法、自動車運転
の可否、介護保険の申請手続きなど、認知症に関するさまざまな相談に対し、的確なアドバイスや
情報を提供しています。 

 
２）認知症ケアチーム 
当院では高齢者の入院患者が増加しており、入院中のせん妄などがしばしば問題となっています。 
認知症ケアチームでは、認知症による行動・心理症状や意思疎通の困難が見られる患者さんに対し
て、多職種による連携アプローチを行っています。週 1回のカンファレンスおよび病棟ラウンドを
通じて、患者さんの状態評価や認知症ケアの実施状況を確認し、必要に応じて病棟スタッフへの助
言や支援も行っています。 

 
３）ホームページの案内 
｢福岡市 認知症疾患医療センター｣ http://fukuoka-city-dementia-center.jp/index.html 
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心臓リハビリテーションセンター 
 
 
１．スタッフ 
センター長        藤見 幹太 
教授（循環器内科）    三浦伸一郎 
講師（心臓血管内科学）  末松 保憲 
教授（医学教育推進講座） 北島  研 
 
医療技術職員       藤田 政臣、手島 礼子、西村 繁典、中川 洋成、 

福田 宏幸、松田 拓朗 
管理栄養士        中村 悦子（栄養部） 
看護師          松下 千恵、病棟看護師一名 
受付事務         田中由里子 
 
２．診療体制  

 月 火 水 木 金 土または日 

外来 AM・PM AM・PM AM・PM AM・PM AM・PM  

入院 AM・PM AM・PM AM・PM AM・PM AM・PM AM・PM 

 
３．令和 5年度受診者数  

 理学療法実施数 

入院  5,651 

外来  6,682 

合計 12,333 

 
４．今後の課題と展望 
 当院では 2011（平成 23）年から、循環器内科が中心となり、リハビリテーション部の協力のもと、
ハートセンター病棟入院中、及び循環器内科外来患者に対して、二次予防及び心臓病発症となる危険因
子の是正と、生活の質を向上させることを目的とした心臓リハビリテーション（以下、心リハ）の提供
を開始し、令和元年度より心臓リハビリテーションセンターが開設された。外来心リハでは理学療法に
加え、管理栄養士による継続的な個人栄養指導も実施しており効果を挙げている。 
 令和 2 年度、新型コロナウィルス感染拡大予防対策として一時閉鎖となり、再開後もソーシャルディ
スタンス確保、感染予防の観点より、外来心リハ受入れ人数制限していたが、令和 5年度よりコロナ感
染症が五類に変更となり、令和 6年度より人数制限を解除、病棟リハビリも以前同様に集団でのリハビ
リを再開した。また同年度の診療報酬改定により、看護師によるリハビリ実施にも保険点数計上が可能
となったこともあり、心臓リハビリテーションセンター専属看護師の従事が開始され、より細かい指導
が可能となり、重症の患者などを積極的に受け入れる体制が整っている。今年度から午前中の外来枠を
増やしており、より多くの患者を受け入れられるよう体制の充実を図っている。また、現在日本心臓リ
ハビリテーション学会と緊密に連携しており、学会の優良認定施設として研修生の受け入れを行うとと
もに学会主導の多施設共同研究に当施設も参画している。 
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５．その他 
日本心臓リハビリテーション学会認定施設 
日本心臓リハビリテーション学会研修施設 
日本心臓リハビリテーション学会 心臓リハビリテーション優良プログラム施設認定 
日本心臓リハビリテーション学会認定医 2 名 
日本心臓リハビリテーション学会認定指導士 6 名（理学療法士 3名、医師 3名） 
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摂食嚥下センター 
 
 
１．スタッフ 
センター長・准教授  梅本 丈二 
助 手        2 名（岩下 由樹、佐藤 綾子） 
 
２．診療内容（科の特徴など） 
超高齢化社会になり、入院患者の高齢化もあり、摂食嚥下機能評価、機能維持、また誤嚥による肺
炎や窒息の予防など、医療安全の観点においても摂食嚥下障害に対する診療の重要性が増している。 
2019 年 1 月、福岡大学病院は摂食嚥下障害に対してチーム医療を提供する専門部門、『摂食嚥下セン

ター』を開設し、2024年度で6年目を迎えた。当センターは、医師、歯科医師、看護師、言語聴覚士、
歯科衛生士、管理栄養士など多職種で構成されるスタッフがチームとなり、以下の業務内容を担って
いる。毎週水曜日 14 時から『摂食嚥下カンファレンス』を開催し、スタッフ間での情報の共有を行っ
ている。 
①入院患者の嚥下障害に関する情報を集約する 
②入院患者の嚥下機能を評価、食事摂取・飲水方法を適正に調整する 
③必要に応じて嚥下訓練を提供する 
④転院、退院時に、連携先の病院、クリニック、施設に情報提供する 
⑤嚥下障害に携わる院内スタッフの教育、養成を行う 
 
３．診療体制 
院内外から患者の嚥下機能評価依頼を受け付け、当センター所属の歯科医師を中心に嚥下造影検査
（週3回）または嚥下内視鏡検査（随時）を行い、その評価結果をもとに経口摂取の可否、食形態の調
整や水分への増粘剤使用の要否を判断している。また、必要に応じて摂食機能療法（嚥下訓練）を言
語聴覚士や歯科衛生士に、栄養指導を管理栄養士に依頼している。摂食機能療法を開始した患者に対
しては、毎週開催される摂食嚥下カンファレンスでその進捗状況について多職種で検討し、嚥下訓練
の内容の見直しを行っている。 
 
４．診療実績 
 摂食嚥下センターが仮開設となった2018年 10月以降の嚥下造影検査件数と摂食機能療法件数をそれ
ぞれ図 1、2に示す。2024 年度に行った嚥下造影検査は 638 件（図 1）、嚥下内視鏡検査は 78 件、摂食
機能療法（30 分以上）は 1,442 件（図 2）であった。COVID-19 の影響が残る中、嚥下造影検査数は増
加に転じたが、摂食機能療法の処方件数は前年割れとなった。限られた人員を有効に生かすため、対
象患者の適応を見極めて介入を開始する方針とした。対象から外れる患者に対してはミールラウンド
を徹底して行うことで、検査後の追跡から漏れる患者がいないように対応した。 
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５．今後の課題と展望 
今年度は COVID-19 の影響が残る中、嚥下造影検査数は増加に転じたが、摂食機能療法は対象患者
の適応を見極めて介入を開始する方針をとったため、処方件数は前年割れとなった。2024 年度に新本
館が開院し、当センターも新本館1階に移転した。各病棟へのアクセスを生かし、検査とリハビリテー
ションの依頼を積極的に受け入れたい。 
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最先端ロボット手術センター 
 
 
福岡大学病院は 2008 年 2 月に地域がん診療連携拠点病院として認定され、地域のがん診療に貢献し
ていますが、従来よりがんの治療では最先端の医療を提供してまいりました。効率的に最先端の外科医
療技術を安心して患者さんに受けていただくことを目的として、2020 年 4 月より最先端ロボット手術
センターが新設され佐藤寿彦（呼吸器・乳腺・小児外科教授）がセンター長を務めています。 
消化器外科（食道がん・胃がん・大腸がん・肝臓がん・膵臓がんなど、診療科長・長谷川傑教授）・腎

泌尿器外科（前立腺がん・腎臓がん・膀胱がん・副腎腫瘍など、診療科長・羽賀宣博教授）・呼吸器外科
（肺がん・縦隔腫瘍など、診療科長・佐藤寿彦教授）・婦人科（子宮筋腫・子宮腺筋症・子宮体がんなど、
診療科長・四元房典教授）の各診療科でロボット支援下手術を施行しています。2012 年度は 12 例のみ
の施行であったのが、2024 年度では 637 例施行されています。現在ダビンチXi 3 台、国産ロボットで
ある hinotori、Saroa の合計 5台を有しており、全国的にもトップクラスの症例数を誇っています。 
当センターの特色として、プロクター（指導者）資格をもつ外科医（呼吸器外科 3 名、消化器外科 5
名、腎泌尿器外科 3名）が在籍している他、メンター有資格者として長谷川傑教授（消化器外科）及び
佐藤寿彦センター長（呼吸器外科）、吉村文博講師（手術部）が在籍しており、九州地方初のロボット指
導教育施設として各地からロボット手術の習得に来られる外科医の先生の指導にあたっています。 
 
各種がんに対する福岡大学病院のロボット手術 
【消化器領域】 

 直腸・結腸がん 
直腸・結腸がんに対する手術は難しく、手術の質が「手術後の合併症」や「がんの再発」などの
患者さんの予後を大きく左右することが知られています。 
この点においてロボット手術は、腹腔鏡手術より繊細な手術を行うことができることが期待でき
ます。 
当院は大腸ロボット手術術者になるための見学施設に指定されています。 

 食道がん 
食道は胸の中央に存在しているため開胸手術では見えづらい、胸腔鏡手術では肋骨と肋骨の間が
狭く、手術器具の操作に制限を受けやすいといった難点がありました。 
ロボットは手術器具先端に関節機能を持つため、肋骨に操作を制限されることなく良好な視野で
手術が可能です。 
当院は食道ロボット手術術者になるための見学施設に指定されています。 

 胃がん他 
胃がん・粘膜下腫瘍（GIST など）に対する幽門側胃切除術、噴門側胃切除術、胃全摘術にロボッ
ト手術を導入しています。進行胃がんや噴門側胃切除後の観音開き法再建、残胃がんなどにも導入
しています。 
 肝胆膵領域がん 
肝切除ならびに尾側膵切除に対してロボット支援手術を導入しています。肝胆膵領域は複雑な解
剖を有するため、高解像度 3D カメラ・多関節機能・手振れ防止といった特性を有する手術支援ロ
ボットがより有用です。現在 2 名の肝切除プロクター、1 名の尾側膵切除プロクターが在籍してい
ます（重複あり）。 
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【呼吸器領域】 
 肺がん 
現在呼吸器外科では、ロボット支援下手術指導医資格を持つ医師（プロクター）が 3名在籍して
います。ロボット手術に 10 年以上の経験のある佐藤をはじめ、熟練したスタッフが進行がんなど
高難度手術にも対応し、九州エリアで最も多数の症例を経験しています。 
 縦隔腫瘍（胸腺がん・胸腺腫・胸腺嚢胞）・重症筋無力症 
ロボットを使用することで小さな創から迅速に腫瘍を切除することが可能になっています。他院
でロボットでは施行不可能とされた症例にも安全に施行しています。ロボットを使用した拡大胸腺
摘出術も施行可能ですので相談にお越しください。 
当院はロボット術者になるための指定見学施設です。 

 
【腎泌尿器領域】 
福岡大学病院では 2015 年にロボット支援前立腺全摘除術、2017 年よりロボット支援腎部分切除術を
開始し、着実に症例数を重ねているところです。膀胱がんに対しては、2021 年より、ロボット手術を開
始しています。 
2020 年 4 月には、腎盂尿管移行部通過障害（腎盂尿管移行部狭窄症）に対しロボット支援腎盂形成術
が保険適応となりました。患者さんの体格や年齢ご要望に応じ、ロボット手術も選択肢の一つとなりま
す。2022 年 7 月から腎・尿管悪性腫瘍手術に対してもロボット手術を開始しました。また、2023 年 6 月
からは完全体腔内で尿路変更術も施行しています。さらに、2024 年 3 月からは副腎腫瘍に対してもロ
ボット手術を開始しました。ほぼ全ての泌尿器科領域の手術を行うことが可能です。羽賀教授が福岡大
学に着任後はロボット手術件数が 400％増加しており、高難度症例にも対応しています。安心して御紹
介、御受診ください。 
 
【婦人科領域】 

 子宮筋腫・子宮体がん 
子宮筋腫や子宮腺筋症は、30 歳代後半から 40 歳代の働き盛りの成人女性が罹りやすい病気で、
子宮筋腫・子宮腺筋症・早期の子宮体がんに対しては、これまでは開腹手術や腹腔鏡手術が行われ
てきましたが、肥満の問題で開腹手術が選ばれることが多いのが現状でした。 
しかしながら、ロボット手術はその問題を克服し、腹腔鏡手術と同様に手術の創も小さく、カメ
ラで術野を拡大して手術できるため、リンパ節摘出も開腹手術を上回る精度で行えます。 

 
 

【各科年度別手術件数】
 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 
消化器外科（上部） 21 43 58 44 59 87 77 
消化器外科（下部） 30 50 51 68 97 164 211 
消化器外科（肝胆膵） 0 0 0 0 9 24 36 
呼吸器外科 14 45 45 65 86 95 115 
腎泌尿器外科 40 39 59 77 99 107 156 
婦人科 6 17 22 35 39 32 42 
総計 111 194 235 289 389 509 637 
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炎症性腸疾患先進治療センター 
 
 
１．スタッフ 
センター長      平井 郁仁 
副センター長     芦塚 伸也 
医 師        久能 宣昭（消化器内科）、今給黎 宗（消化器内科・大学院生）、 

棟近 太郎（消化器外科）、長野 秀紀（消化器外科） 
看護師        福田 麻衣（放射線科・内視鏡部）、松尾 那菜、 

楢崎 和美（消化器センター 病棟） 
薬剤師        西田 恵美 
管理栄養士      山本 葉子 
ソーシャルワーカー  永見 知子 
 
２．診療内容 
 炎症性腸疾患先進治療センター（以下、IBD センター）は、炎症性腸疾患（IBD）患者の増加と、専
門的かつ包括的なチーム医療の必要性を背景として、2021 年 4 月に新たな診療部門として開設された。
IBD診療においては、高度な専門知識に加え、患者および家族を含む医療チーム全体の関与が極めて重
要である。 
当センターでは、医師、看護師、薬剤師、管理栄養士、ソーシャルワーカーなど多職種が連携し、疾
患のケアに加えて、患者のQOL向上を目的とした支援を積極的に行っている。主な取り組みとしては、
①早期診断および病勢評価のための臨床診断体制の整備と実践、②患者満足度の高い治療選択を実現す
るための Shared Decision Making（SDM）の推進、③Treat to Target に基づく適切な経過観察の実施、
④QOLに関連する日常生活やライフイベント（就学・就労、結婚、妊娠・出産など）への包括的介入、
⑤多面的な支援を可能とするチーム医療の構築、を柱として、入院・外来を問わず継続的に取り組んで
いる。 
 
３．診療体制 
１）外来診療体制（表 1） 
 消化器内科医のうち、IBDを専門にする 3人の医師で「炎症性腸疾患外来」の名称で月曜日～木
曜日の午前・午後に紹介患者および専門診療が必要な再来患者の診療に従事している。なお、外科
的処置が必要もしくは見込まれる患者は、消化器外科医と併診している。 

 
（表 1） 2024（令和 6）年度外来担当医表 

 月 火 水 木 金 

午前・午後 平井 芦塚 平井 久能 松岡 
（必要時） 

 
４．診療実績 
外来診療実績 
   新規患者数：年間 69 件 
   再来患者数：のべ年間 2,517 件 
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５．その他 
① 消化器内科カンファレンス：毎週火曜日に、消化器内科入院中の IBD症例を中心としたカンファ
レンスを実施している。外来通院中の患者に関する相談や、他診療科からの相談にも対応しており、
各症例について担当医が症例提示を行い、IBD専門医および指導医との間で治療方針に関するディ
スカッションを行っている。これにより診療方針のコンセンサス形成を図るとともに、専攻医や医
学生に対する教育的機会としての役割も果たしている。 

 
② IBD 多職種カンファレンス：月 1回、IBD診療に関わる各診療科の医師（消化器内科、消化器外
科、小児科、産婦人科、病理部など）および看護師、薬剤師、管理栄養士、ソーシャルワーカー等
の多職種が参加し、症例検討や診療体制に関する改善点の共有を目的とした多職種カンファレンス
を実施している。本カンファレンスを通じて、診療科・職種間の連携が強化され、IBD患者に対し
専門的かつ総合的なチーム医療の提供が可能となっている。 

 
③ IBD 教室の開催：IBD患者およびその家族を対象に、疾患理解の促進と治療に対する正しい知識
の普及を目的として、定期的に IBD 教室を開催している。教室では医療スタッフによる講演のほ
か、来場者からの相談に個別対応する場も設けており、相談窓口としての機能も担っている。さら
に、2022 年度より、教室での講演内容を福岡大学病院の公式YouTube チャンネルにて配信し、よ
り多くの患者・家族に情報を届ける取り組みを行っている。 

 
〈令和 6年度、IBD教室開催概要〉 

開催日 回数 演題名 演者 

2024 年 8 月 17 日 第 10 回 最新の IBD診療 芦塚 伸也 

  IBD の外科治療について 長野 秀紀 

  防水＆防臭の機能性下着OMAPANとは 洞本 昌明様 
株式会社OMAPAN 

  楽しく実践 IBDの食事療法 古江 美佳里 

  九州 IBDフォーラム 秀島 晴美様 

2025 年 1 月 21 日 第 11 回 上手に使おう社会資源 永見 知子 

  生物学的製剤の在宅自己注射について 中田 愛美/中川 しおり 

2025 年 3 月 25 日 第 12 回 IBDの治療目標 芦塚 伸也 

  IBD の新規治療薬について 久能 宣昭 

 
④ IBD メディカルセミナーin 九州：当センターは、福岡大学筑紫病院炎症性腸疾患センターと合同
で、「IBD メディカルセミナー in 九州」を年 1 回開催している。本セミナーは、九州各地の IBD
診療に携わる看護師、栄養士、薬剤師などのメディカルスタッフを対象とし、EA ファーマの後援
により実施している。開催形式は、福岡会場での対面開催とオンライン配信のハイブリッド方式と
し、仮想症例を用いたディスカッションを通じて、IBD患者およびその家族に対するチーム医療の
実践的理解を深める内容としている。また、IBD診療に関する専門的講演も併せて実施し、参加者
の知識向上と多職種連携による診療の質の向上を目的としている。本年度は計69名の参加があり、
活発な意見交換が行われた。 

 
⑤ 福岡市難病講演会：福岡市保健所健康課の難病講演会において、IBD関連の講演を担当している。 
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睡眠センター 
 
 
１．スタッフ 
准教授    吉村  力 
大学院生   檀  伊文 
研究補助員  宮地 律子、口石みつ子 
 
２．診療内容 
 入院病床数は 1 床で、本館 8 階東病棟にて運営している。入院患者の内訳は睡眠時無呼吸症候群
（SAS）が最も多く、周期性四肢運動障害（PLMD）・むずむず脚症候群（RLS）、ナルコレプシー、特
発性過眠症、クライネ・レビン症候群、睡眠相前進症候群、睡眠相後退症候群、レム睡眠行動障害、不
眠症などと睡眠障害全てにわたっている。 
 SAS は、日本において軽症以上は 2,200 万人程度、 中等症以上は 900 万人程度存在すると見積もられ
ている。しかしながら CPAP 治療者は約 65 万人以上とまだまだ治療が必要な方の 1 割にも到達してい
ないのが現状である。当センターでの入院患者における SASの割合は全体の約 8割程度を占める。SAS
患者の治療では、症例毎に最新の国内外のエビデンスに基づいたディスカッションを行っており、歯科
口腔外科、循環器内科、耳鼻咽喉科、脳神経内科、内分泌・糖尿病内科、精神神経科などと合同カンファ
レンスを毎月開催し、集学的体制のもとで行っている。CPAP治療、マウスピース、体位療法、減量療
法、口蓋垂軟口蓋形成術、アデノイド切除術などを行っている。また、2021 年 6 月から舌下神経刺激術
が日本においても CPAP 困難な患者において保険収載され、日本においても徐々に導入されつつある。
しかしながら九州でもまだ 2施設しか導入されておらず、福岡大学においても導入できるようにチーム
を作っている。舌下神経刺激術を積極的に取り入れ、CPAP困難な患者においても対応できるように努
力している。また、CPAP治療が適切に行われていても日中の過度の眠気が残存する患者に対して、治
験にも積極的に参加している。福岡大学病院睡眠センターは、SASにおけるトータルな治療ができるよ
うに心がけている。
PLMD・RLS 、終夜ポリソムノグラフィー（PSG）検査による客観的診断

が不可欠であり、当センターでも 2～3 割の入院患者がこれらを対象としている。 PLMDは高血
圧のリスクファクターになりつつある重要な疾患としても注目されてきている。RLS の約 9割に PLMD
の併発が認められ、国内外ガイドラインに基づく薬物治療を導入している。 
また過眠症の原因精査としての入院は約 0.5 割以上を占めている。ナルコレプシー、特発性過眠症が
ほとんどで、クライネ・レビン症候群にも対応している。反復睡眠潜時（MSLT）検査、覚醒維持
（MWT）検査施行のため他院からの紹介も多く、脳神経内科、小児科、精神神経科と連携した診療を
実施している。また、PSG検査、MSLT検査、MWT検査は１泊 2日を基準にしており、在院日数の短
縮にも取り組んでいる。 
 
３．診療体制 
入院：呼吸器内科での上級指導医、指導医、担当医、研修医による診療グループ（ 3グループ）で診
療している。睡眠ポリグラフ検査入院は主に水、木曜日にしている。入院患者のカンファレンスは毎月
行っている。 
 
病棟週間スケジュール 
 月 火 水 木 金 

午前  外来 外来 外来  

午後 第 1週目 
カンファランス 外来 外来 

病棟診療 
外来 
病棟診療  
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外来：准教授、大学院生で、下記の外来（午前・午後）を受け持っている。 
曜日別外来内容 
 月 火 水 木 金 

午前  新患 再来 新患  

午後  再来 再来 再来  

 
４．診療実績 
入院：取扱延べ患者数   94 名 
外来：年間延べ患者数  3,225 名 
 
５．認定施設、専門医など 
  日本睡眠学会認定施設、日本呼吸器学会認定施設、日本内科学会認定施設 

 日本睡眠学会専門医 1 名・指導医 1 名 
 日本内科学会認定内科医 1 名・総合内科専門医 1 名・指導医 1 名 
 日本呼吸器学会専門医 1 名・指導医 1 名  
 日本呼吸器内視鏡学会専門医 1 名・指導医 1 名 
 日本呼吸器ケア・リハビリテーション学会呼吸ケア指導士 1 名 
 福岡市難病指定医/身体障害者福祉法第 15 条指定医（呼吸機能障害） 1 名 

 
６．実施中の臨床研究 
①CPAPアドヒアランス 遠隔医療の導入前後 
②鼻腔通気度測定から歯科受診困難者を予測する 
③CPAPアドヒアランスは改善するか？ 加温加湿器・点鼻薬の有用性を鼻腔通気度測定にて探る 
④SAS 患者の予後調査（死亡、脳卒中、心筋梗塞、狭心症、心不全、癌など） 
⑤SAS 患者の PLMの影響 予後調査 
⑥PSG 検査における不眠時の対応 
⑦ベッドパートナーにおけるいびき騒音から受ける身体的影響の解明 
⑧疫学研究 夜間頻尿の解明 SAS、不眠、BPH・OAB 
⑨疫学研究 SAS、COPD、気管支喘息の一般有病率 
⑩SAS 対応の寝具の開発 

〈治験〉 
第Ⅲ相試験 
・CPAP治療にても残存眠気があるOSA患者を対象とした Pitolisant の第Ⅲ相臨床試験 

７．今後の課題と展望 
課題：高齢人口が増加するとともに、不眠症が増加しているが、睡眠専門医が足りない状況が、全国

的に続いている。また SASは予後不良になる可能性が高く、CPAP治療、マウスピース、体位
療法、減量療法、舌下神経刺激術、新規治療法の開発が求められている。

 
展望：１．人材確保・育成 

 学生・研修医・大学院生が魅力を感じるセンター 
 手厚い指導体制の構築 
 関連施設との密接な交流 
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２．臨床 
 正確な診断と治療 
 臨床試験や治験への積極的な参加 
 最新医療への取り組み 

３．研究 
 臨床研究への積極的な参加 
 論文発表  
 疫学研究（FESTA、ISSA） 

 
上記を目標に、優秀な睡眠専門医の育成、地域病院との連携の強化を行い、地域医療に貢献する。ま
た、MSLT検査やMWT検査や、新規治療（舌下神経刺激術、肥満治療）を積極的に導入し、診療レベ
ルの向上に努める。 
 
８．その他 
地域活動： 
①七隈睡眠研究会：開業医や勤務医と診断、治療の検討 
②福岡北九州睡眠医療研究会：福岡市・北九州市の開業医や勤務医と診断、治療の検討 
③福岡大学九州大学心療内科合同抄読会：福岡市の睡眠専門医、睡眠歯科専門医、睡眠検査技師を中
心とした勉強会 

 
９．連絡先 
福岡大学病院睡眠センター センター長・准教授 吉村 力 
E-mail: ychikara@fukuoka-u.ac.jp 
http://www.med.fukuoka-u.ac.jp/respiratory/ 
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救急治療センター 

１．スタッフ 
センター長   鍋島 茂樹  
副センター長  喜多村 泰輔 
 
２．診療内容（科の特徴など） 
（沿革）福岡大学病院における初期・二次救急患者の受け入れは、2013年（平成25年）4月Acute 
Care Centerの開設にはじまり、2016年（平成28年）から総合診療科を中心に運営した「救急診療部」
開設によって本格的に稼動した。福岡市の救急出動件数は増加の一途をたどり、2023年に10万件を超
え、搬送困難事例も増加傾向が続いた。このような、地域のニーズの高まりと救急搬送件数の増加を
受け、2024年（令和6年）4月に総合診療学講座の鍋島茂樹教授をセンター長とし、「救急治療センター」
として体制を強化・再編した。 
当センターの診療圏は、福岡市中央区、城南区、早良区、西区、南区および糸島市からの救急搬送
が多く、人口約100 万人ほどをカバーしている。様々な主訴（病態）での救急要請に対して初期・二次
救急医療を行っており、1）救急隊による直接搬送される患者、2）休日、夜間にWalk inで直接受診さ
れた患者、3）病院内・病院敷地内での転倒や気分不良等の患者や学生の体調不良の初期対応を行って
いる。 
初期診療は（旧）本館東棟1階の救急外来で行っていたが、2024年5月に新本館への移転に伴い（新）
本館1階西側の初療室を救命救急センターとの協働運用をすることとなった。これにより重症・重篤患
者が搬送された場合でも、救命救急センターとの連携がより容易になり、迅速かつ安全な初期対応が
可能となった。また、軽症患者には隣接する総合診療科の診察室を使用するなど、より一層状況に応
じた柔軟な運用が可能となった。 
2024年5月から院内各診療科が当直をする新たな体制となり、運用面での様々な課題が明らかになっ
たが、課題解決に向け一つ一つ検討を進め地域の中核救急病院となるべく、二次救急診療を積極的に
行っている。 
 
３．診療体制 
診療体制は、日勤帯の初期診療は総合診療科を中心に行い、休日夜間は院内の各診療科の医師が救
急治療センター当直（宿日直許可あり）を行っている。救急治療センター担当医（当直医含む）が救
急隊からのホットラインを受け、救急初期診療を行い各専門診療科と協力して診療を行う体制となっ
ている。一方、かかりつけ患者はかかりつけ診療科が初期対応を行い、必要に応じて専門診療科にコ
ンサルトする体制である。また、医療機関からの転院搬送の依頼は救急治療センターのトリアージ担
当看護師（トリアージナース）が電話連絡を受け、関連診療科に対応を依頼し、来院した際には関連
診療科が対応する体制としている。 
入院加療は各専門診療科に入院となるが、専門診療科が決まらない患者の入院は初期診療を担当し
た医師の所属する診療科として入院することとなっている。現時点において救急治療センターの病棟
はなく、入院が必要な患者は総合診療科として入院している。 
当院での入院が困難な場合は、地域医療連携センターを通して近隣協力医療機関（絆病院等）への3
日以内の転院による入院加療を積極的にお願いしており、2024年度は救急搬入後3日以内に21件の転院
搬送を行った。 

− 146 −



 

医学臨床教育については、現時点で救急治療センターでの医学生・看護学生、研修医等の直接の実
習は受け入れていない。しかし、総合診療科での医学生や研修医、救命救急センターでの救急救命士
等の実習を当救急診療センターで積極的に行っている。 
 
４．診療実績 
2020年度以降の救急診療部の救急車搬入台数はCOVID-19の影響もあり減少傾向にあり、救急治療セ
ンターが開設した2024年度においても当直体制の変更や、新病棟への移転による救急車受け入れ制限
により、救急車受け入れ件数は減少した。（図１） 

（図１）救急治療センターの救急車受け入れ件数 

 

５．今後の課題と展望 
2024年度に開設した救急治療センターは福岡大学病院の初期・二次救急医療の受け入れ窓口であり、
各診療科の協力のもと運営されている。現時点でセンター長、副センター長の２名が兼任で配置され
ているが、2025年度以降、専任のセンター長および助教が配置され、看護体制は１看護単位、救急救
命士１名（救命救急センター１名と合わせて院内には２名採用予定）が救急治療センターに配置され
る予定である。加えて、中央棟４階の改装後には救急治療センターの病床も確保される予定である。
ハード・ソフト両面での拡充となり、よりいっそう院内各診療科との連携を密に行い、救急車搬入台
数の増加をめざし、地域救急医療へ貢献できるよう努める所存である。 
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遺伝医療室 
 
 
１．スタッフ 
室 長  岩﨑 昭憲（令和 5年 4 月～10 月） 

三浦伸一郎（令和 5年 11 月～令和 6年 5 月） 
四元 房典（令和 6年 6 月～） 

副室長  倉員 正光 
 
２．診療内容 
主な診療内容は、出生前診断、遺伝性の小児疾患および神経疾患、家族性腫瘍の遺伝カウンセリング、
遺伝子検査および遺伝子検査の結果説明をしています。 
 
３．診療体制 
遺伝カウンセリングは、主科担当医師（各診療科の専門医）、遺伝医療室スタッフ（日本人類遺伝学会 
臨床遺伝専門医）、看護師がチームを編成し、遺伝診療にあたっています。また、隔月にカンファレンス
を行い、診療症例の振り返りや症例検討を行っています。 
 
４．診療実績 
2024 年 4 月から 2025 年 3 月における診療実績を示します。 
ａ．遺伝外来相談 
外来相談数 148 件（新患 75 件・再診 73 件 うち保険診療 14 件） 
相談内容： 
診断目的 15 件 
治療のため 3 件 
二次的所見 2 件 
遺伝子 17 件 
出生前診断（クアトロ検査・羊水検査） 3 件 
NIPT カウンセリング 53 件 
NIPT・出生前結果説明 52 件 
その他 3 件 

 
ｂ．電話対応 
対応数 423 件 
相談内容： 
予約に関すること 114 件 
遺伝受診相談 16 件 
出生前診断（NIPT含む）問い合わせ 1 件 
出生前診断相談 1 件 
受診後の相談 1 件 
その他問い合わせ 290 件 
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ｃ．直接対応 
対応数 6 件 
相談内容： 
遺伝受診相談  1 件 
出生前診断   4 件 
その他     1 件 

 
５．今後の展望と課題 
遺伝学的検査は臨床現場に普及してきており、現代医療において臨床遺伝学の果たす役割の重要度が
益々増加してきています。現在、遺伝医療室には日本人類遺伝学会が認定している臨床遺伝専門医が    
●4 人在籍し、臨床遺伝学の主要 4領域（生殖・周産期領域、小児領域、成人領域、腫瘍領域）を網羅し、
遺伝診療を行える診療体制が整っています。昨今、各診療科においては遺伝診療に関連した認定資格と
して、小児科学会の「出生前コンサルト小児科医」や日本産科婦人科遺伝診療学会の「周産期認定医」
が新設され、その資格を習得した医師が増えてきています。今後も、診療各科の専門医との緊密な連携
をとりながら、遺伝カウンセリングを実施していきます。 
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褥瘡対策室 
 
 
１．スタッフ 
室長 髙木 誠司（形成外科） 
副室長 大賀 保範（皮膚科） 
専従看護師 冨田美和子 
専任看護師 直海 倫子 
栄養部 武田 由香 
薬剤部 静永 紘実 
リハビリテーション科 藤田 政臣 
医事課 西  良子 
 
２．活動内容 
適切な褥瘡対策を取っていることは、いまや入院基本料算定の必須要件であり、その対策を講じるに
あたり中心的役割を担っているのが「褥瘡対策室」である。院内に向けては、褥瘡予防具（マットレス
や体圧分散用具など）の管理・取り扱い基準の策定・使用方法の指導、特に重点的な予防対策を必要と
する患者に対するハイリスク患者ケア加算の算定、褥瘡予防対策環境の調整と適切な計画立案とその評
価、院内で発生してしまった褥瘡に対して処置指導や薬剤の提案、入院時すでに褥瘡を保有している患
者に対しても褥瘡治癒に向けた適切な療養環境を提供している。その他、院内セミナーなどを介した職
員への教育、褥瘡に関するデータのサーベイランスなどを行っている。また、周辺地域の病院・老人保
健施設・在宅療養等で治療に難渋している褥瘡患者の外来診察や入院加療の依頼が地域医療連携セン
ターに入った場合には、褥瘡対策室が窓口となって病歴・基礎疾患・社会的背景・実際の褥瘡の写真な
どを事前に情報収集を行っている。これにより当日の診察がスムーズに進み、患者やその付き添いの方
の負担軽減につながっている。その後の経過のフォローも ICT ツールを活用して情報共有やケアの指
導を行い、患者状態に応じては定期受診が難しい場合もあり、オンライン診療の体制を整備している。 
 
３．活動実績 
褥瘡予防対策は、多職種で取り組むべき課題のため、令和 4年度より院内委員会へと位置づけを変更
し、各診療科の専任医師、各部署の専任看護師と院内の褥瘡発生状況を共有し、褥瘡予防対策に努めて
いる。 
院内の褥瘡発生率低減のため、褥瘡予防具の整備、院内研修の開催、褥瘡発生率の高い部署に重点的
に介入を行い、全国平均値より低い新規褥瘡発生率で推移している。また、褥瘡予防対策を行うにあた
り必要な褥瘡予防具の管理や整備、褥瘡の早期発見および重症化予防のための褥瘡管理対策を行う体制
を整備し、褥瘡ハイリスク患者ケア加算を算定している。以下に褥瘡発生率および褥瘡ハイリスク患者
ケア加算の算定状況を示す。 
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１）新規褥瘡発生率

 ２）褥瘡ハイリスク患者ケア加算算定件数（要件を満たせば、入院中１回 500 点の加算算定が可能） 

 
４．課題と展望 
褥瘡発生は看護の問題と捉えられがちだが、褥瘡対策は多職種連携で取り組むべき課題である。その
輪には主診療科の担当医師の参画も欠かせないし、国の施策としてもそれが求められている。褥瘡対策・
治療は各科が担う本来の専門領域ではないことは重々承知の上で、引き続きにご協力をお願いしていき
たいと考えている。次年度も、『多職種協働の褥瘡予防』をキーワードとして活動し、褥瘡予防に対する
それぞれの職種の専門性を発揮して、褥瘡発生を予防したい。 
また、院外から紹介される褥瘡患者の多くは全身状態も芳しくない、褥瘡は体表面の創傷である場合
が大半で視診である程度の評価が可能、こういった点から、オンライン診療体制を整備したため、推進
する。 
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